都市計画室
目　　　　　　　　　　　　　次

(1) 総務管理グループ（計画推進課）
(2) 計画調整グループ（計画推進課）
(3) 土地利用計画グループ（計画推進課）
(4) 都市施設計画グループ（計画推進課）
(5) 市街地整備グループ（計画推進課）
(6) 公園活性化グループ（公園課）
(7) 公園整備グループ（公園課）
(8) 地域まちづくり支援グループ（公園課）
事　　務　　執　　行　　概　　要

　当室では、良好な景観形成や適切な土地利用、市街地開発や都市緑化の推進に向け、市町村や府出先事務所等とも連携し、計画と事業の融合を図りながら、地域に根ざしたまちづくりの推進を行った。
予　算　執　行

　　予算の執行にあたっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ｱ) 歳　　　　入

当該年度の歳入額は、一般会計13億8,997万3,458円、特別会計54億4,298万623円、主な内容は次のとおりである。
一般会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	国庫補助金
	円
1,009,865,500　
（本課収入）
	％
　
72.6  
	・土地区画整理事業費補助金
・市街地再開発事業費補助金

・公園事業補助金

	負担金
	2,383,892　
本課収入
2,383,892　
予算執行機関収入
      0　
	      ％
0.2　
	・淀川河川公園整備事業に係る負担金

	使用料
	142,927,910　

　
本課収入
6,400　
予算執行機関収入
142,921,510　
	％

10.3　
	・公園事業使用料


	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	財産運用収入
	円
39,393,430　
（本課収入）

	％

2.8  


	・普通財産貸付収入

	違約金及び
延納利息
	0　
（本課収入）
	0.0　
	・延納利息

	延滞金
	1,200 
（本課収入）
	0.0　
	・延滞金

	雑　　　　入
	190,895,159
　
本課収入
181,884,587　
予算執行機関収入
   9,010,572　
	 13.7　
	・公園事業雑入

・行政文書等複写等

・雇用保険料被保険者負担金雑入

	基金繰入金
	696,597
（本課収入）
	0.1
	・みどりの基金繰入金

	寄　附　金

	3,809,770
（本課収入）
	0.3
	・寄付金

	合　　計
	　円
1,389,973,458
本課収入
1,238,041,376
予算執行機関収入
151,932,082  
	％

100
	


不動産調達特別会計
	科　　　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　　　　考

	不動産
売払収入

	円
5,000,000,000　
　（本課収入）
	％
91.9　
	過去に取得した用地について、一般会計へ買戻し


	繰入金
	442,979,824　
（本課収入）
	8.1　
	償還に係る資金を一般会計等から繰入

	雑入
	799　
　（本課収入）
	  0.0　
	一般会計の運用に係る運用利息の収入

	合　　計
	円
5,442,980,623　
　（本課収入）
	　％

100　
	


(ｲ) 歳　　　　出

当該年度の歳出額は、一般会計121億6,542万505円、特別会計54億4,411万   9,323円であり、その内容は次のとおりである。
一般会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	一般管理費
	円

　　　
1,246,241　
(本課執行)
	％

　0.0
	・事務執行に必要な非常勤職員を雇用した。

	障がい者福祉
推進費
	116,659　

（本課執行）
	0.0  
	

	防災総務費
	67,960　
（本課執行）　
	　0.0
	

	計画調査費
	　　　1,911,600
　   （本課執行）
	0.0
	・流通業務市街地のあり方に関する基礎調査検討業務委託

	都市整備　　　総務費
	41,551,141 
本課執行
20,094,203
予算執行機関執行
478,534
他部局執行
20,978,404
	　0.3
	・事務執行に必要な旅費や消耗需用費等事務費及び都市整備事業精算金の執行等

	市街地整備費
	円

499,837,000
(本課執行)
	　％

4.1

	・土地区画整理補助金
・市街地再開発補助金
・地方分権推進制度交付金

	道路橋りょう費
	834,628,399
（予算執行機関執行）
	　
6.9
	街路樹の維持管理や府道緑化事業に係る消耗品購入等

	公園費
	10,786,061,505
本課執行
502,924,726
予算執行機関執行
10,278,818,142
他部局執行
4,318,637
	88.7
	・都市公園の維持管理、施設整備等

	合　　　計
	  　　　　　　　 円

12,165,420,505　

本課執行
1,026,198,389
予算執行機関執行
11,113,925,075
他部局執行
      25,297,041
	％
100　


	


不動産調達特別会計
	科　　　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　　　　考

	繰出金

	円
5,442,979,824　
　（本課執行）
	％
100　
	償還に係る資金を公債管理特別会計へ繰出


	合　　計
	円
5,442,979,824　
　（本課執行）
	100　
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計
	科　　　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　　　　考

	土地区画整理
事業費
	円
1,139,499　
（本課執行）
	％
100　
	企業誘致業務


	合　　計
	円
1,139,499　
（本課執行）
	100　
	


(1)　総務管理グループ
室の人事管理、予算執行、一般庶務、職員の衛生管理、都市計画法規、都市計画審議会・国土利用計画審議会及びその他、他のグループに属さない事項の適正な執行に努めた。

加えて、土地区画整理法に基づく処分に対して、行政不服審査法に基づき提起された審査請求に関する事務を行うとともに、公益財団法人の指導監督に関する事務等を行った。

ア．人事管理

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期すとともに、職場の明朗化と事務処理効率の向上に努めた。

イ．職員の衛生管理

常に職場環境の整備改善をはかり、職員の健康保持と疾病予防に努めた。

ウ．事務執行概要

①　歳　　　入　
	事　業　名
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	雑入
	・行政文書等複写

・雇用保険料被保険者

負担金雑入等
	円

20,797　

 （本課収入）

平成27年度

25,278　

平成26年度

34,396　
	大阪府情報公開条例


②　歳　　　出

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	都市整備総務費
(都市整備
　管理費)
	事務執行に必要な旅費、消耗需用費等
	円

9,588,987　
（内訳）

本　課　　9,514,029
池　田　　 　15,354
茨　木       11,000

枚　方　 　   4,880
八　尾　　   12,000 
富田林　     10,000
鳳 　 　 　 1,000
岸和田　     10,000 
府政情報室   10,724 

平成27年度
9,605,469
平成26年度
12,763,858
	

	一般管理費
	非常勤職員に対する賃金等
	円
1,246,241　

(本課執行)　
平成27年度
1,361,512　
平成26年度
　　2,791,272

	

	公園費
	非常勤職員に対する賃金等
	　　円

2,129,257　

(本課執行)　
平成27年度
1,580,058　
平成26年度
2,891,577
	

	障がい者福祉

推進費
	国土利用計画審議会部会・大阪府都市計画協会研修会開催経費
	円

116,659　

(本課執行)　　
平成27年度

110,720
平成26年度
188,890
	

	防災総務費
	岩手県派遣予定職員に対する旅費
	　円

67,960　
(本課執行)　　
平成27年度

0

平成26年度
0

	

	審議会

＜都市整備総務費＞ 


	　

大阪府都市計画審議会並びに大阪府国土利用計画審議会の開催及び運営を行った。

大阪府都市計画審議会審議状況

開催日

案　　件

第1回

28.8.10

府決定

   4件

　計   4件
第2回

28.10.31
府決定

　　　 2件

　計　 2件

第3回

29.2.10
府決定

　　   8件

報告 1件

計   9件

大阪府国土利用計画審議会審議状況

開催日

案　　件

第1回

28.9.12
報告

 1件

計   1件
第2回

29.3.29

諮問

 1件

計   1件


	円

  　　　1,326,234

　　   （本課執行）

平成27年度

　　 　　1,249,970

平成26年度

　　　 　900,420


	

	各種協会負担金
	都市計画事業推進のため、研修参加に伴う負担金を支出した。


	          円

76,160　

（本課執行）

平成27年度

　　　　　　58,360　

平成26年度

94,440
	


エ．行政不服審査事務
土地区画整理事業等の施行に伴う処分を不服として提起された審査請求について、簡易迅速な手続きにより、当該処分の違法性又は不当性について審理し、関係者の権利利益の救済を図るとともに、当該事業の適正な運営を確保するため、審査に関する事務を行った。
　　　○　行政不服審査申立受理及び処理件数
	
	Ｈ２６
	Ｈ２７
	Ｈ２８

	受理件数
	０件
	１件
	１件

	処理件数
	１５件
	０件
	１件


　　　　根拠法令等：行政不服審査法、土地区画整理法、都市再開発法、大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法
オ．公益財団法人及び公益信託に対する指導・監督
公益財団法人から事業、決算及び予算の報告を受けた。
また、公益信託の受託者から事業、決算及び予算の報告を受けた。
根拠法令等：大阪府公益法人の監督に関する規則
信託法、公益信託ニ関スル法律、大阪府公益信託に係る許可、監督等に関する規則
カ．大阪版地方分権推進制度交付金　
①　歳　　　出
	事務名称
	執行状況
	執行済額
	根拠法令

	交付金

＜都市整備総務費＞
	島本町他９町村

・都市計画法に基づく測量等の際の試掘の許可

・都市計画施設等の区域内における建築の規制

・都市計画事業の認可後の事業地内における建築の許可
	円

804,000　
（本課執行）　
平成27年度　　
768,000　

平成26年度　　

777,000　
	都市計画法


(2)　計画調整グループ

都市計画法の運用やまちづくりに関する国・市町村、庁内関係部局との連絡・調整を行いながら、「鉄道沿線まちづくり」に係る企画・調整をはじめ、「流通業務市街地のあり方」の検討や「防災・復興都市づくりの促進」等の取り組みを実施した。

また、都市計画に係る研究成果や最近の話題などの情報収集を行うとともに、府関係課や市町村職員を対象とする研究会や現地視察会の開催を行った。

【鉄道沿線まちづくり】
北大阪急行延伸にあわせたまちづくりを促進し、当該地域の各都市拠点が相互に連携・相乗効果を発揮して広域拠点を形成することを目指し、「北大阪広域拠点形成検討連絡会」において、各市域で進む開発事業や交通基盤の整備状況などの情報共有を図った。

また、千里中央地区においては、官民協働による地区一体でのまちづくりを進めるため、豊中市と連携し、民間企業（駅周辺の地権者等）を中心とした「千里中央地区活性化協議会」を設置し、平成３０年度を目標とした「千里中央地区活性化基本計画」の策定に着手した。

大阪モノレールの延伸を契機に沿線地域の活性化を図るため、「大阪モノレール延伸部沿線活性化検討連絡会」において、関係者で「大阪モノレール延伸の法手続きスケジュール」など、各市の沿線まちづくりの具体化に向けた情報の共有を行った。

【流通業務市街地のあり方】

　北大阪（茨木市）・東大阪（東大阪市）の流通業務市街地については、地区、団地の都市計画決定後、約５０年が経過し、施設の老朽化や物流構造の変化への対応などの課題を抱えている。こうした課題の解決に向けて、「基本方針」の点検・検証を行うとともに、都市計画変更を見据えた流通業務市街地のあり方について検討を行った。

【防災・復興都市づくりの促進】

大規模な地震災害からの都市の復興に関する実務の手引書である「大阪府震災復興都市づくりガイドライン」の周知・習熟のため、市町村と共に事例研究や図上訓練等を行った。

また、都市の不燃化促進のため、市町村による準防火地域指定や防災街区整備地区計画（土地利用計画グループと連携して実施）の都市計画決定に向けて、市町村との協議・調整等を行った。

さらに、都市防災総合推進事業を通じて、デジタル防災行政無線、耐震性貯水槽、マンホールトイレの整備など、市町村の都市防災に関する取り組みを促進した。

ア．事務執行概要

①　歳　　　出

	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	都市計画
指導調査費

＜都市整備総務費＞
	都市計画道路等の変更に向け、都市計画審議会の議案書の印刷を行った。（開催日：〔第１回審議会〕平成28年8月10日、〔第２回審議会〕平成28年10月31日、〔第３回審議会〕平成29年2月10日）
	円

190,814　

（本課執行）

平成27年度

467,380

平成26年度

―　
	都市計画法

	国土利用計画
策定費

＜都市整備総務費＞
	「大阪府国土利用計画（第五次）」の策定に向け、国土利用計画審議会の議案書の印刷を行った。（開催日：〔第１回審議会〕平成28年9月12日、〔第２回審議会〕平成29年3月29日）
	円

39,312　

（本課執行）

平成27年度

32,011

平成26年度

―　
	国土利用計画法

	各種協会負担金
	都市計画に関する研究成果と最新の情報等を取得活用し、都市計画の運用の質的向上を図るため、公益社団法人日本都市計画学会、都市防災推進協議会に対して、負担金を支出した。
	円

70,000　

（本課執行）

平成27年度

70,000

平成26年度

70,000　
	

	都市計画基礎

調査費
＜都市整備総務費＞
	都市計画法第6条に基づく都市計画基礎調査

	　　　円

6,096,600

（本課執行）

　平成27年度

5,808,240

平成26年度

―


	都市計画法

	流通業務市街地のあり方に関する基礎調査検討業務委託
	流通業務市街地における「基本方針」の点検・検証を行うとともに、都市計画変更を見据え、流通業務市街地の役割・位置づけや、流通を取り巻く状況の変化動向について調査分析を行った。

	　円

　1,911,600 

  （本課執行）

　平成27年度

―

平成26年度

―  
	


(3)　土地利用計画グループ

本府の土地利用計画の基本となる「大阪府国土利用計画（第四次）」に基づき、計画の進捗状況の把握と点検・評価・改善を行うため、ＰＤＣＡサイクルにより、計画の検証に努めた。
「大阪府国土利用計画」及び「大阪府土地利用基本計画」の管理・運営を図るため、土地利用の現況・動向等の調査を行うとともに、「大阪府土地利用基本計画」の変更として面積の変更を行うなど、国土利用計画法関連計画の適切な運用に努めた。

社会経済情勢の大きな変化などを踏まえ、第五次国土利用計画（全国計画）の策定に合せ、大阪府国土利用計画（第五次）を策定した。

都市計画法第7条に掲げる市街化区域と市街化調整区域との区分（区域区分）について、第7回一斉見直し時に保留区域に位置付けた地区の保留解除に向けた協議を国及び市町村と行い、南部大阪都市計画区域において保留解除を行った。

同法第７条の２に掲げる都市再開発方針等のうち、北部大阪都市計画都市再開発の方針及び、東部大阪都市計画防災街区の整備の方針について、随時見直しを行った。
また、市町村が行う都市計画決定・変更について、同法第8条に掲げる地域地区のうち、用途地域、特別用途地区、高度地区、防火地域及び準防火地域、風致地区、同法第12条に掲げる市街地開発事業のうち、市街地再開発事業、同法第12条の4に掲げる地区計画等のうち、地区計画、防災街区整備地区計画のそれぞれに対し、同意又は協議を行った。

ア．事務執行概要
①　歳　　　出

	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	国土利用計画

策定費

＜都市整備総務費＞
	(1)「大阪府土地利用基本計画」の変更を行った。（国土審開催：平成29年3月29日）

(2)「大阪府国土利用計画（第五次）」の策定に向け、国土利用計画審議会及び本審議会部会を開催した。（開催日：〔審議会〕平成28年9月12日、平成29年3月29日〔部会〕平成28年6月24日、平成28年8月18日、平成28年11月21日）

(3)国土利用計画および土地利用基本計画の管理運営の一環として、土地利用現況の把握調査や公共交通移動圏域の把握調査等を実施した。

	円　

345,664

（本課執行）

平成27年度

　　　371,803

平成26年度

　　　209,412

円　

4,478,000

（契約局執行）


平成27年度

　　4,791,960

平成26年度

―


	国土利用計画法

	都市計画基礎

調査費
＜都市整備総務費＞
	都市計画法第6条に基づく都市計画基礎調査

	円

4,241,400　


平成27年度

―　

平成26年度

―　
	都市計画法

	都市計画縦覧図

の修正

＜都市整備総務費＞
	都市計画の決定又は変更が生じた場合に、都市計画法第20条に基づき、公衆の縦覧に供するための都市計画縦覧図の修正を行うもの。
	円

12,248,280


平成27年度

―

平成26年度

―
	都市計画法


(4)　都市施設計画グループ

健康で文化的な都市生活と機能的な都市活動のために必要な都市施設である道路、鉄道、河川、公園・緑地の都市計画協議・調整を行った。特に、大阪都市再生環状道路の一部を構成する淀川左岸線延伸部については、国、大阪市と連携しながら都市計画決定を行うとともに、環境影響評価法に基づく手続きを実施した。その他、阪急京都線（摂津市駅付近）の連続立体交差化や寝屋川北部地下河川、都市計画道路八尾富田林線等の都市計画決定・変更を行った。
また、市町村が行う都市施設及び生産緑地地区等に関する都市計画決定・変更に対し、同意・協議を行うとともに、大阪市及び堺市等の都市計画事業の認可を行った。
都市計画決定後、長期間経過しているが事業着手に至っていない都市施設について、人口減少・成熟型社会の到来や今後の財政状況等を踏まえ、行政の説明責任の明確化や不要な権利制限への対応の観点から都市計画の見直しを進めている。
道路については、平成23年3月に策定した「都市計画（道路）見直しの基本方針」に基づき、交通処理機能や交通安全機能、防災機能、環境形成機能などの「必要性」に加え、事業実施の「実現性」の観点から評価を行い、２市において延長約２㎞の見直しを行った。
　　
ア．事務執行概要
①　歳　　　出
	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	都市計画縦覧図の修正
＜都市整備総務費＞

	都市計画の決定又は変更が生じた場合に、都市計画法第20条に基づき、公衆の縦覧に供するための都市計画縦覧図の修正を行うもの。

	円
　　　　　　　―　


平成27年度
　　―　
平成26年度
　9,262,080  
	都市計画法

	都市計画基礎

調査費
＜都市整備総務費＞
	都市計画法第6条に基づく都市計画基礎調査
	　　　　　     円

―　

平成27年度
―　
平成26年度
2,703,240   
	都市計画法

	都市計画指導

調査費

＜都市整備総務費＞
	市町村向け生産緑地・都市農地担当者会議を開催
	　　　　　     円

21,920　

平成27年度
__　
平成26年度
 ―  
	生産緑地法


(5)　市街地整備グループ
　当グループでは土地区画整理事業、市街地再開発事業等を所管しており、これらの手法は一定の施行区域内において道路、公園などの公共施設や上水道、ガスなどの供給処理施設等を適切に整備し、防災性向上や利用増進を図るため、総合的・一体的に市街地整備を行うものである。

ア．事務執行概要
①　歳　　　出

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	建設事業事務費

＜都市整備総務費＞
	補助事業に必要な書籍等の購入
	円
29,400
(本課執行)

平成27年度

　 　　122,750
	


○土地区画整理担当
　土地区画整理法等の定めるところにより、公共団体及び組合等が施行する土地区画整理事業に対する指導監督並びに補助を行った。また、市街化区域内の宅地化する農地等について、スプロールを未然に防止し、緑豊かで計画的なまちづくりと良質な住宅供給を促進するため、各種支援を行った。
ア．施行中及び調査中地区の指導監督
　　　施行中地区…【公共団体施行】水と緑の健康都市地区（大阪府）

　　　　　　　　　【組合施行】樟葉中之芝地区（枚方市）、石原東・大倉西地区（門真市）、中町（門真市）、岸和田市丘陵地区（岸和田市）、小路地区（寝屋川市）、松原市天美東（松原市）、曙川南地区   （八尾市）、磯上競輪駐車場地区（岸和田市）、門真市北島東地区（門真市）、茄子作南地区（枚方市・交野市）、   箕面船場駅前地区（箕面市）

　　　　　　　　　【個人施行】安威川地区（茨木市）、藤井寺駅北地区（藤井寺市）、   桜井駅前地区（箕面市）、彩都東部中央東地区（茨木市）、彩都東部地区山麓線エリア地区（茨木市）、            私部４丁目地区（交野市）

　　　調査中地区…星田北・星田駅北地区（交野市）、高石駅前西地区（高石市）、       成合南地区（高槻市）、東寝屋川駅西地区（寝屋川市）

根拠法令等：土地区画整理法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
　イ．土地区画整理法に基づく認可等

　　　土地区画整理事業を推進するため、法に基づく認可等を行った。
	
	年度
	個人
	組合
	公共
団体
	機構
	計

	施行・設立・設計の　　概要の認可
	H26
	０
	０
	０
	０
	０

	
	H27
	０
	０
	０
	０
	０

	
	H28
	１
	１
	０
	０
	２

	設計の概要の
変更認可
	H26
	０
	０
	０
	０
	０

	
	H27
	０
	０
	０
	０
	０

	
	H28
	０
	０
	０
	０
	０

	事業計画の変更認可
	H26
	０
	０
	０
	０
	０

	
	H27
	０
	０
	０
	０
	０

	
	H28
	１
	０
	０
	０
	１

	換地計画の認可
	H26
	０
	０
	０
	１
	１

	
	H27
	０
	０
	０
	１
	１

	
	H28
	０
	０
	０
	０
	０

	解散・終了認可
	H26
	０
	０
	０
	０
	０

	
	H27
	０
	０
	０
	０
	０

	
	H28
	０
	０
	０
	０
	０

	土地区画整理法

第71条協議
	H26
	‐
	‐
	‐
	０
	０

	
	H27
	‐
	‐
	‐
	０
	０

	
	H28
	‐
	‐
	‐
	１
	１

	計
	H26
	０
	０
	０
	１
	１

	
	H27
	０
	０
	０
	１
	１

	
	H28
	２
	１
	０
	１
	４


根拠法令等：土地区画整理法

ウ．土地区画整理事業費補助　　　  

1 歳　　　入
	科　　目
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	国庫補助金　　
	土地区画整理事業費補助金
	　　　　　円
  211,569,000

 (本課執行)
平成27年度

  148,967,000
平成26年度
  241,890,000


	　　　
土地区画整理法、地方自治法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律、大阪府地域整備関係事業補助金交付要綱


2 歳　　　出
	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	組合等補助　
（区画整理）　　
	国が採択した組合等区画整理事業に対しては、府は国から社会資本整備総合交付金（交付金：地方費の割合が5.5：4.5）を受け、土地区画整理組合に対し、同基本額の全額に相当する府費補助を行うとともに事業の指導監督を実施した。
	　　　　　円
384,670,000

 (本課執行)
平成27年度

270,850,000
平成26年度
439,800,000


	　　　
土地区画整理法、地方自治法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律、大阪府地域整備関係事業補助金交付要綱


補助を行った地区・・・岸和田市丘陵地区（岸和田市）、曙川南地区（八尾市）
エ．大阪版地方分権推進制度交付金　
①　歳　　　出
	根拠法令
	事務名称
	執行状況
	執行済額（円）

	大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法
	個人施行者の施行する住宅街区整備事業に係る認可、指導監督等
	池田市他３０市町村
	13,570,000　
　　（本課執行）
平成27年度

12,297,000　
平成26年度

12,261,000　


	
	施設住宅等の区分所有者相互の事項に係る管理規約の認可
	池田市他２９市町村
	

	
	住宅街区整備事業により取得した施設住宅の一部の譲渡の届出の受理
	池田市他３１市町村
	

	
	住宅街区整備事業の施行の準備又は施行のために他人の土地で土地の試掘をする場合の許可
	島本町他９町村
	

	
	住宅街区整備事業の施行地区内における建築行為等の許可
	島本町他９町村
	

	
	組合が行う住宅街区整備事業に係る認可、指導監督等
	池田市他３０市町村
	

	
	土地区画整理促進区域内及び住宅街区整備促進区域内における建築行為等の許可等
	島本町他９町村
	

	
	土地区画整理促進区域内等における土地の買い取り申出
	池田市他３１市町村
	

	土地区画　整理法
	区画整理会社の土地区画整理事業の認可、指導監督等
	池田市他２８市町村
	

	
	個人の土地区画整理事業の認可、指導監督等
	池田市他２８市町村
	

	
	組合の土地区画整理事業の認可、指導監督等
	池田市他２８市町村
	

	
	土地区画整理事業に係る建築行為等の許可等
（個人・組合・区画整理会社・市町村施行）
	豊能町他８町村
	

	
	土地区画整理事業に係る建築行為等の許可等
（機構・府・公社施行）
	大阪市他４１市町村
	

	
	機構施行による換地計画認可及び換地処分の広告等
	大阪市他３市
	


	根拠法令
	事務名称
	執行状況
	執行済額（円）

	農住組合法
	農住組合の設立認可等
	茨木市他１市
	

	地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律
	拠点業務市街地整備促進区域内における建築行為の許可
	太子町他２町村
	

	
	拠点業務市街地整備促進区域内における土地の買取り等
	島本町
	


根拠法令等：大阪府建築都市行政事務に係る事務処理の特例に関する条例、大阪版地方分権推進制度実施要綱

オ．箕面森町事業
箕面北部丘陵において、周辺の豊かな自然環境を活かし、世代を超えてだれもが生き生きと暮らせるニュータウン（箕面森町）の整備を行っている。
平成28年度は、第一区域において里山二期エリアの宅地整備工事を行った。また、第三区域では企業誘致並びに企業用地の造成工事及び都市計画道路止々呂美吉川線の築造工事等を行った。

①　歳　　　出
	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	企業誘致業務
	箕面森町第３区域の企業誘致を推進するため、（仮称）箕面I．C直近の立地特性を活かし、物流業界紙に販売広告を行った。
	円

939,600　
 (本課執行)
	

	地方公務員災害補償基金負担金
	地方公務員災害補償基金負担金の納付をおこなった。
	円
199,899
(本課執行)


	


カ．幹線道路沿道のまちづくり
・第二京阪道路沿道まちづくり
平成２２年３月に開通した第二京阪道路沿道地域を対象に企業等の沿道利用のニーズが飛躍的に高まる中で、乱開発の防止と秩序ある街並の形成を図り産業等の立地を促すまちづくりを進めていく必要がある。
平成２８年度は、まちづくりの実現化を図るために沿道関係市と協議調整した。

・外環状線等沿道のまちづくり
大阪外環状線、国道309号、府道岸和田牛滝山貝塚線の沿道において、遊休農地の拡大や無秩序な土地利用への懸念、土地利用の需要が飛躍的に高まることから、農地・自然環境の保全に考した産業等の立地を促すまちづくりを進めていく必要がある。
平成２８年度は、まちづくりの実現化を図るために沿道関係市と協議調整した。

〇再開発担当
　　都市再開発法の定めるところにより、公共団体及び市街地再開発組合等が施行する市街地再開発事業等に対する指導監督を行うとともに組合等に対して補助を行った。また、施設の老朽化、空洞化の進む既存再開発ビルの再生に向けた取り組みを行った。
ア．施行中及び調査中地区指導監督
　　　　施行中地区…・羽衣駅前地区（高石市）　【組合施行】

調査中地区…・阪急茨木市駅西口地区（茨木市）

　　　　　　・光善寺駅前地区（枚方市）

・枚方市駅周辺地区（枚方市）
　　　　根拠法令等：都市再開発法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
イ．都市再開発法等に基づく認可
　　　市街地再開発事業等を推進するため、法に基づく認可を行った。
	
	組合等
	公共団体
	計

	
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28

	事業計画の認可
	１
	０
	０
	０
	０
	０
	１
	０
	０

	事業計画の変更認可
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	権利変換計画の認可
（管理処分計画）
	０
	０
	１
	０
	０
	０
	０
	０
	1

	権利変換計画の
変更認可
（管理処分変更計画）
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	特定建築者の承認
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	解散認可等
	３
	０
	０
	０
	０
	０
	３
	０
	０

	計
	４
	０
	１
	０
	０
	０
	４
	０
	１


根拠法令等：都市再開発法等
ウ．各種協会負担金

①　歳　　　出
	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	各種協会負担金
	都市の健全な発展を目的とする都市整備事業の啓発普及と促進を図るため、下記協会等に加入しており、その会費を執行した。
・都市再開発促進協議会
・大阪市街地再開発促進協議会
	円
240,000　
 (本課執行)
平成27年度
240,000　
平成28年度
240,000　
	


エ．市街地再開発事業費補助　　

①　歳　　　入
	科　　目
	収　入　内　容
	収　入　済　額
	根拠法令

	国庫補助金
	市街地再開発事業費補助金


	円

49,400,000
(本課執行)
平成27年度

　 　3,126,000
平成26年度

　 　27,764,000

	都市再開発法、地方自治法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律


②　歳　　　出
	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	組合等補助（再開発）
	国が採択した組合施行等の市街地再開発事業等に対して事業の円滑な促進を図るため、補助基本額の２／３（うち国庫補助金１／３を含む）の補助を行った。
	円

98,800,000
(本課執行)
平成27年度

　 　6,252,000
平成26年度

　 　55,528,000

	都市再開発法、地方自治法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律


補助を行った組合等・・・羽衣駅前地区市街地再開発組合（高石市）
オ．大阪版地方分権推進制度交付金　
	根拠法令
	事務名称
	執行状況
	執行済額
（円）

	都市再開発法
	市街地再開発事業に係る認可、指導監督等
	大阪市　他 １市
	　　2,797,000
（本課執行）
平成27年度
2,858,000
平成26年度
    2,717,000

	
	市街地再開発促進区域内における建築の許可等
	島本町　他 9町村
	

	
	市街地再開発事業の準備のための立入・試掘等の許可等
	島本町　他 9町村
	

	
	再開発事業計画の認定等
	池田市　他 30市町村
	

	密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律
	防災街区整備事業の認可等
	大阪市　他 １市
	

	
	防災街区整備事業施行区域内での建築行為等の許可等
	島本町　他 9町村
	

	
	防災街区計画整備組合の設立の認可等
	池田市　他 29市町村
	

	
	防災街区整備事業の準備等のための立入・試掘等の許可等
	島本町　他 9町村
	


①　歳　　　出
根拠法令等：大阪府建築都市行政事務に係る事務処理の特例に関する条例、大阪版地方分権推進制度実施要綱
カ．再開発ビルの再生に向けた取り組み　
・近畿府県市の実務担当者による「市街地再開発事業の今後の展開に関する検討会（事務局：大阪府）」を開催。
・再開発ビル再生の推進上の課題である「再々開発時の施行区域要件」について、国と具体地区の協議を行った。

 (6)　公園活性化グループ
府営18公園の管理については、平成18年度から指定管理者制度を導入し、民間事業者の能力を活用して、より効果的、効率的な管理運営を行い、サービスの向上と経費の削減を図っている。

○都市公園指管理者選定委員会

　・平成29年度から９つの府営公園（箕面公園・深北緑地・枚岡公園・錦織公園・長野公園・住之江公園・住吉公園・浜寺公園・二色の浜公園）の管理運営を行う指定管理者の選定を行った。（委員会７回開催）

　・平成30年度から９つの府営公園（服部緑地・山田池公園・寝屋川公園・久宝寺緑地・石川河川公園・大泉緑地・蜻蛉池公園・りんくう公園・せんなん里海公園）の管理運営を行う指定管理者の募集を開始した。（委員会４回開催）

○都市公園指定管理者評価委員会

　・府営公園の管理運営を行っている指定管理者の評価を行った。（委員会３回開催）

○都市公園施設設置者選定委員会

　・大阪府営久宝寺緑地便益施設設置・管理運営事業者の募集及び選定を行った。（委員会４回開催）

さらに利用者の利便性の向上や事務の簡素化、省力化を図るため、府内15市３町１村と共同でオーパス・スポーツ施設情報システムを運営した。
	公園名
	平成28年度指定管理者

	箕面公園
	メイプルハーツ企業共同体
（構成員：㈱ハートス、環境科学大阪㈱、㈱シティライフＮＥＷ）

	服部緑地
	服部緑地指定管理グループ
（構成員：(一財)大阪府公園協会、美津濃㈱、阪神造園建設業協同組合）

	山田池公園
	ハートフル山田池
（構成員：（一財）大阪府公園協会、阪神造園建設業協同組合、
南海造園土木㈱、㈱総合計画機構）

	寝屋川公園
	寝屋川公園指定管理グループ
（構成員：(一財)大阪府公園協会、美津濃㈱、阪神造園建設業協同組合）

	深北緑地
	深北緑地パートナーズ
（構成員：美津濃㈱、西武造園㈱、㈱地域環境計画大阪支社）

	久宝寺緑地
	都市公園久宝寺緑地指定管理共同体
(構成員：㈱美交工業、おしごと興業合同会社)

	枚岡公園
	（一財）大阪府公園協会

	錦織公園
	みどり会
（構成員：泉北興業㈱、㈱川田正樹園、㈱竹中庭園、東光園緑化㈱関西支店、
㈱空間創研大阪事務所、㈱塚本造園土木）

	石川河川公園
	石川河川公園指定管理グループ
（構成員：(一財)大阪府公園協会、阪神造園建設業協同組合）

	長野公園
	都市公園長野公園管理共同体
（構成員：近畿ビルサービス㈱、㈱ナイス）

	住之江公園
	都市公園住之江公園指定管理共同体
（構成員：大代興業㈱、特定非営利活動法人釜ヶ崎支援機構）

	住吉公園
	都市公園住吉公園指定管理共同体
（構成員：㈱美交工業、特定非営利活動法人釜ヶ崎支援機構）

	大泉緑地
	大泉緑地指定管理グループ
（構成員：(一財)大阪府公園協会、阪神造園建設業協同組合、南海造園土木㈱）

	浜寺公園
	浜寺公園指定管理グループ
（構成員：(一財)大阪府公園協会、美津濃㈱、阪神造園建設業協同組合）

	蜻蛉池公園
	蜻蛉池公園Ｐ＆Ｍグループ
（構成員：(一財)大阪府公園協会、岸和田造園緑化協同組合、㈱ヘッズ）

	二色の浜公園
	二色の浜公園管理連合会
(構成員：(公財)マリンスポーツ財団、㈱ヤマト、㈱寿楽園)

	りんくう公園
	ハートフルりんくう
（構成員：（一財）大阪府公園協会、㈱総合計画機構）

	せんなん里海公園
	せんなんＯ・Ｋ・Ｐ
（構成員：（一財）大阪府公園協会、環境設計㈱）


ア．事務執行概要
①　歳　　　入
（一般会計）
	事業名
	執行状況
	収入済額
	根拠法令

	公園緑地
使用料等
	公園内に設置された各施設の使用料を徴収した。
本課分
（スポーツ施設使用料分）
各土木事務所分
公園予定地の一部を貸し出したこと等に対して使用料を徴収した。
	円
142,927,910　
（内訳）
本　課　 　　  6,400
池　田　  44,806,132
枚　方　  14,847,453
八　尾　　11,773,645
富田林　　 2,402,211
　鳳　　  39,454,663
岸和田　  29,637,406

　平成27年度
　149,664,518　

　平成26年度
　　　 　152,663,963
	大阪府都市公園条例
大阪府公有財産規則


	事業名
	執行状況
	収入済額
	根拠法令

	都市整備費
不動産
貸付収入
	箕面公園、服部緑地、久宝寺緑地区域内の府有地における土地賃借者に対して貸付料を徴収した。
（内訳）
箕面公園　　　　5,434,000
服部緑地         　60,830
久宝寺緑地   　33,898,600
　　計         39,393,430
	円
       39,393,430
（本課執行）
　平成27年度
　　　　37,924,430　
　平成26年度
　　　　　36,668,430
　
	大阪府公有財産規則


	延滞金
	施設使用料に伴う延納金
	　円
1,200
（本課執行）
　平成27年度
9,500　
　平成26年度
3,100
	

	違約金及び
延納利息
	普通財産貸付に伴う延納利息
	　円
―　

　平成27年度
7,322　
　平成26年度
557　

	府有財産賃貸借契約等

	事業名
	執行状況
	収入済額
	根拠法令

	雑入

	各公園内の光熱水費使用者分を使用者から徴収した。
また、大阪府オーパス・スポーツ施設情報システム登録料等を登録者から徴収した。

	円
190,599,267  
（内訳）
本　課　 181,588,695
池　田　   7,151,096
枚　方　   1,803,729
岸和田　　 　 55,747

平成27年度
196,147,486 
平成26年度
186,375,887
	

	　
基金繰入金


	みどりの基金繰入金


	　　　円

596,607

（本課執行）

平成27年度
596,607
平成26年度　

          596,607
	


②　歳　　出
（一般会計）
	事業名
	執行状況
	執行済額
	根拠法令

	公園管理費

（指定管理
委託等）


	　
府営公園の管理運営を行う指定管理者に対して委託料等を支出した。

 （内訳）

契約分　 　1,815,021,921

利用金実績振替 

179,675,895

  計　　   1,994,697,816 
 
	円

     1,994,697,816 
（内訳）

池　田　297,530,740

枚　方  301,436,818

八　尾  207,816,749

富田林  237,308,746

　鳳    593,330,150

岸和田  357,274,613

 平成27年度

　　  1,929,730,975

平成26年度

　　　　　　　　  ―


	大阪府都市公園条例

	公園管理費


	オーパス・スポーツ施設情報システムに要する費用を支出した。
（主な支出内容）
役務費
システム利用料
 15,776,226
通信費　　　 　　897,408
その他         3,726,108
	　円
   20,399,742
（本課執行）
            
平成27年度
　　　　21,678,152 

平成26年度
23,485,938　

	大阪府都市公園条例


	公園管理費
	普通財産賃貸借契約解除に係る離作料
	　               　円
 ―　
　
　平成27年度
       　　　　　―
平成26年度
       122,713,429
	

	難波宮跡公園　整備事業

	　

　難波宮跡公園整備事業に係る負担金
	　　　　　  　　 　円

864,000

（本課執行）

　　　　
　平成27年度

　　　　　　926,640 

平成26年度
       　　　　　―
	

	審議会

＜都市整備総務費＞

	都市公園指管理者選定委員会、都市公園指定管理者評価委員会及び都市公園施設設置者選定委員会の開催に係る費用を支出した。


	　　　　 円

1,287,930

（本課執行）

　　　　

平成27年度

　　　　 　627,520

平成26年度
       　　　　　―
	


(7)　公園整備グループ
（１）近年の著しい都市化の進展のなかで、人々の安らぎと潤いの場が求められており、　公園緑地の果たすべき役割は、ますます重要となっている。
本府においては、快適な生活環境づくりをすすめるため、府民レクリエーションの　場の提供、都市環境の改善、災害時の避難場所などの多様な機能を持つ、公園緑地系統の中核となる広域公園として、府営公園を府内各地に適正配置している。
（平成29年4月1日現在、19公園、993.3ｈａ開設）
都市公園面積及び府民一人当り公園面積の推移
	
	S50
	S60
	H7
	H17
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27

	都市公園
面積
	　ha
2,281
	3,123
	3,770
	4,420
	4,630
	4,686
	4,710
	4,723
	4,739

	府民一人当り公園面積
	㎡
2.75
	3.60
	4.28
	5.02
	5.22
	5.29
	5.29
	5.34
	5.36


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上記表については各年度末時点）
　　　
（２）大阪府では、府営公園の整備拡充とその適正な管理を行うとともに、災害時の　　　避難場所及び支援拠点となる防災公園の整備を進めている。市町村の公園整備に対しても、これを指導・育成し、府民の身近な緑の拠点づくりに努めている。
　　　平成28年度の当課所管事業の主なものとして、防災公園としての拡充を図るため、山田池公園、久宝寺緑地等の整備を行った。また久宝寺緑地、りんくう公園で用地の買収を行った。
泉佐野丘陵緑地においては、学識経験者、公園ボランティア等による「泉佐野丘陵緑地運営審議会」を開催し、府民協働・企業連携による公園づくりを進めた。

　　　このほか、国営淀川河川公園の設置に係る経費の一部を負担し、府民の憩いの場の　整備促進と生活環境の改善整備に努めた。
府の管理する道路においては、街路樹の点検や維持管理に努めた。
そのほか、府内市町村における都市公園の整備事業を促進するための交付金事業に　　ついて、事業の適正な執行に向けた指導監督を実施し、また府域における公園緑地の計画や都市緑化施策に関する事務を行った。
ア．事務執行概要
①　歳　　　入
（一般会計）
	事業名
	執行状況
	収入済額
	根拠法令

	公園費負担金
	淀川河川公園に係る設置に要する費用の一部を負担金として大阪市から収入した。
	円
2,383,892
（本課執行）
平成27年度
551,580
平成26年度
          8,078,238
	都市公園法


	公園費補助金

	山田池公園、久宝寺緑地等公園事業に対する国庫補助金を収入した。

	　　　　　　　　　　円
748,896,500
（本課執行）

平成27年度
　　     340,747,860 
平成26年度
　　   1,413,964,056
	都市公園法
補助金等
適正化法


	事業名
	執行状況
	収入済額
	根拠法令


公園・

	業名
	事業費
	補助率
	補助金

	服部緑地
	管理（施設）
	139,050,000

	１／２
	69,525,000


	山田池公園
	整備（施設）
	162,369,360

	１／２
	81,184,680


		管理（施設）

	50,140,960
	１／２

	25,070,480

		小計

	212,510,320

		106,255,160


	寝屋川公園
	整備（施設）
	39,296,640

	１／２
	19,648,320


		管理（施設）

	37,365,560

	１／２
	18,682,780


		小計

	76,662,200

		38,331,100


	深北緑地

	管理（施設）

	15,261,480
	１／２

	7,630,740

	久宝寺緑地
	整備（施設）
	186,151,000
	１／２
	93,075,500

		管理（施設）

	100,560,000
	１／２

	50,280,000

		用地
	689,034,000

	１／３
	229,678,000


		小計
	975,745,000
		373,033,500

	枚岡公園
	整備（施設）
	9,026,000

	１／２
	4,513,000 


	大泉緑地
	管理（施設）
	10,600,000

	１／２
	5,300,000 


	住之江公園
	管理（施設）
	81,600,000

	１／２
	40,800,000


	蜻蛉池公園
	整備（施設）
	1,400,000 

	１／２
	700,000


	せんなん里海公園
	整備（施設）
	133,000,000

	１／２
	66,500,000


	泉佐野丘陵緑地
	整備（施設）
	72,616,000

	１／２
	36,308,000


	合　　　　　　　計
	1,727,471,000
		748,896,500


	

	基金繰入金
	　府が管理する道路の街路樹における維持管理に活用するため、みどりの基金から繰入れた。
	円
99,990

（本課執行）
　平成27年度
99,990 
　平成26年度
99,990 
	

	事業名
	執行状況
	収入済額
	根拠法令

	寄附金
	　浜寺公園における植栽事業に活用するため、瀬戸内オリーブ基金からの寄附金を受入れた。
	円
750,000

（本課執行）
　平成27年度
― 
　平成26年度
― 

	

	雑入
	淀川河川公園の設置に係り、過去に支出した負担金の一部が車両管理談合の和解金の返還に伴い還付された。
	円
275,095
（本課執行）
平成27年度
― 
平成26年度
― 

	


（不動産調達特別会計）
	事業名
	執行状況
	収入済額
	根拠法令

	不動産
売払収入
	過去に公共用地先行取得債で取得した用地について、一般会計へ買戻しを行った。
	円
5,000,000,000
（本課執行）

平成27年度
　  3,502,000,000
平成26年度
5,000,000,000
	

	繰入金
	過去に都市開発資金等で取得した府営公園の用地について、償還を行うため、一般会計等から償還資金を繰入れした。
	円
442,979,824
（本課執行）

平成27年度
498,932,411
平成26年度
566,955,703
	補助金等
適正化法

	雑入
	一般会計の運用に係る運用利息を収入した。


	円
799　
（本課執行）

平成27年度
2,854 
平成26年度
7,795 
	


②　歳　　出
（一般会計）
	事業名
	執行状況
	執行済額
	根拠法令

	公園管理費
	(1) 適切な公園管理を行うため、公園施設の維持管理及び計画的な改修を行うとともに、未開設区域等の維持管理を実施した。

(2) 大阪府都市公園一覧表及び公園緑地関係資料集を修正した。
	円
1,715,530,511 
（内訳）
都市整備総務課  9,147,705
池　田　 448,867,862
枚　方　 205,420,565
八　尾　 307,800,986
富田林　  95,445,076
　鳳　   473,898,451
岸和田　 172,445,525
寝屋川水系 1,671,837
文化財保護課    　 600
雇用推進室　 831,904
平成27年度
1,510,936,316 

平成26年度
　3,162,736,624 

1,336,480

（契約局執行）

平成27年度
―

平成26年度
―
	都市公園法


	事業名
	執行状況
	執行済額
	根拠法令

	各種協会
負担金
	都道府県が協力して、公園緑地問題を総合的に研究し、公園緑地整備を図るための税財政上の具体的な方策推進することを目的とした全国都市公園整備促進協議会等に負担金を支出した。
	円

　　　　 　 42,000
　　　　（本課執行）
　平成27年度
　　　　　　  42,000
　平成26年度
　　　　　 　 42,000
	

	公園緑地
整備費
	寝屋川公園の土地開発公社で先行取得した用地等を買い戻した。また、山田池公園、せんなん里海公園の新規整備等を実施するとともに、寝屋川公園、久宝寺緑地及び枚岡公園の各都市公園施設の新設、改修等を実施した。
	円
6,433,281,665　
（内訳）

枚　方  　412,766,151
八　尾 　 882,957,379

岸和田  5,135,408,482
文化財保護課  2,149,653
平成27年度
4,388,133,022　
平成26年度
　　6,008,244,911　

	都市公園法
補助金等
適正化法


	不動産調達
特別会計
繰出金
	過去に都市開発資金等で取得した府営公園の用地について、償還を行うため、一般会計から不動産調達特別会計に償還資金を繰出した。
	円
　　442,979,824　
（本課執行）
平成27年度
498,932,411　
平成26年度
566,955,703　
	大阪府都市公園条例


	事業名
	執行状況
	執行済額
	根拠法令

	国直轄事業
負　担　金
	淀川河川公園にかかる設置に要する負担金を国土交通省に支出した。
	円
   36,391,343 
（本課執行）
平成27年度       
67,416,533
平成26年度　　　 
4,844,829
	都市公園法

	
	淀　川　河　川　公　園　整　備　概　要
項　目
概　　　要
28年度負担金
新設に係るもの
計
事　業　費
円
109,174,031 
円
109,174,031 
負　担　率
1/3
負　担　額
36,391,343 
36,391,343 
項　目
整　備　箇　所　・　概　要
28年度負担金
・守口サービスセンターの整備

・西中島地区再整備

・枚方地区再整備

・地域協議会運営支援

	

	道路
橋りょう費
	府が管理する道路の街路樹において、剪定や補植などの維持管理を実施した。
また府民協働により、「みんなで育てる花いっぱいプロジェクト」を実施した。

	円

834,628,399  
（内訳）
池　田  110,186,243
茨　木　142,883,835
枚　方　 85,078,169
八　尾　138,646,447
富田林  123,410,281
鳳 　  77,872,986
岸和田  156,550,438
平成27年度
 859,799,778 
平成26年度
837,845,252　
	

	泉佐野丘陵緑

地整備事業費
	泉佐野丘陵緑地において府民協働・企業連携による公園づくりを進めるため、基盤施設の整備及び、「泉佐野丘陵緑地運営審議会」を開催した。
	円
127,447,070　
（内訳)
岸和田  127,351,946  
都市整備総務課  　95,124 
平成27年度
126,248,700 
平成26年度
　 　　160,712,143 
	都市公園法
補助金等
適正化法


	建設事業事務費
＜都市整備総務費＞
	公園緑地や街路樹の維持管理等に関する技術研修を実施した。

また、「泉佐野丘陵緑地運営審議会」の報酬等に係る費用を支出した。
	円

466,440 
（内訳）
本　課   　  52,140
岸和田   　 414,300
平成27年度
60,040
平成26年度
―
	


(8)　地域まちづくり支援グループ
　　大阪の「成長と活力」「安全安心」「都市の魅力向上」を目指し、まちづくりの交付金等を活用した拠点整備を行う市町村に対する指導・助言、及び、みどりの大阪推進計画に基づきみどりの風の促進区域における緑化促進、府民への啓発等を行った。

　　また、各土木事務所が地元市町や地域住民等と連携して行う地域支援業務に関しての庁内関係者との調整等を行った。

ア．都市再生整備計画事業

　　　国の社会資本整備総合交付金を活用して、市町村が歴史・文化・自然環境等の特性を生かした個性あふれるまちづくりを推進できるように、都市再生整備計画事業の活用にあたって市町村に対して指導・助言を行った。

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	実施地区
	29
	24
	24
	25
	25


イ．グリーンストリート支援事業

　　　「みどりの風を感じる大都市・大阪」の実現を図るため、「みどりの風促進区域」内において、企業や地域住民等が主体となって行う民有地緑化に対する支援を行い、都市緑化の推進に努めた。

ウ．大阪府マイツリー事業

　　　大阪のまちにみどりを増やす取り組みとして、寄付金により新たに街路樹を植栽し、寄付者氏名やメッセージ等が記載された樹名プレートを取り付ける事業を実施した。

エ．みんなで育てる花いっぱいプロジェクト

　　　子どもたちが育てた花の苗を通して地域力の再生を図るとともに、都市緑化を推進するため、小・中学校等に土と種や苗を支給し、技術支援を行った。

　　　育苗後の花の半分は学校内の緑化に利用し、残りは府が管理する道路などの公共空間等の緑化に活用した。

ア．事業執行概要

　  ①　歳　　入

　  （一般会計）

	事業名
	執行状況
	収入済額
	根拠法令

	寄附金
	道路などの公共空間や周辺地域との一体的なみどりづくりに活用するため、個人や企業からの寄附金を受入れた。
	円
3,059,770
（本課執行）
　平成27年度

2,674,000

　平成26年度

6,808,097


	


②　歳　　出

（一般会計）

	事 業 名
	執  行  状  況
	執 行 済 額
	根拠法令

	公園・都市

緑化振興費
	【みどりのネットワーク寄付金】

「みどりの風を感じる大都市・大阪」の実現に向け、府民及び企業からの寄付金により、道路等の公共空間と周辺地域との一体的な緑化を推進した。

	円
3,059,767　

（内訳）

本　課       88,560

池　田    1,072,261

茨  木      110,000

枚  方    　450,568

八　尾       30,000

富田林       30,000

鳳        948,378

岸和田　　  330,000

平成27年度

          2,612,200
平成26年度

        9,542,123
	

	自然保護対策費
	「みどりの風を感じる大都市・大阪」を目指し、みどりの風促進区域内の民有地の緑化に係る資材の助成を行った。


	                  円
　　　　7,872,030

（他部局執行）

（内訳）

茨  木    3,547,030
枚　方    4,325,000


平成27年度

          2,938,420
平成26年度

2,829,437
	

	各種協会負担金
	景観形成に関する研究成果と最新の情報等を取得活用し、都市景観施策の推進を図るため、近畿地方都市美協議会に対して、負担金を支出した。


	　　　　　　　　　円
　　　　　　30,000　　
　    　（本課執行）


平成27年度

           　30,000　
平成26年度

           30,000
	


















